
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 



 

 

 



議第 26 号 

令和７年度東根市水道事業会計予算

 （総則）

第１条 令和７年度東根市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 （業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 給 水 戸 数    17,900 戸

（２） 年 間 総 給 水 量  4,642,800  ㎥ 

（３） 一 日 平 均 給 水 量    12,720 ㎥ 

（４） 主な建設改良事業  老朽管更新事業 など

 （収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

＜収入＞

第１款 水 道 事 業 収 益 1,188,965 千円 

第１項 営 業 収 益 1,108,069 千円 

第２項 営 業 外 収 益  80,886 千円 

第３項 特 別 利 益   10 千円 

＜支出＞ 

第１款 水 道 事 業 費 用 1,177,177 千円 

第１項 営 業 費 用 1,130,220 千円 

第２項 営 業 外 費 用    44,417 千円 

第３項 特 別 損 失    440 千円 

第４項 予 備 費  2,100 千円
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額 657,420 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額 53,818 千円、過年度分損益勘定留保資金 403,602 千円、建設改良積立金 200,000 千円

で補てんするものとする。）。 

 

＜収入＞ 

第１款 資 本 的 収 入          62,770 千円 

第２項 加 入 金         26,796 千円 

第３項 工 事 負 担 金         15,000 千円 

  第８項 負   担   金           20,974 千円 

 

 ＜支出＞ 

第１款 資 本 的 支 出          720,190 千円 

第１項 建 設 改 良 費          637,157 千円 

第２項 企 業 債 償 還 金          83,033 千円 

 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事 項 期 間 限 度 額 

高岡中継ポンプ場ほか電気

計装設備更新工事 

令和７年度から 

令和８年度まで 
１３２，５００千円 

 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、50,000 千円と定める。 
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 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

（１） 営業費用と営業外費用 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。 

（１）職員給与費              82,144 千円 

（２）交際費                  10 千円 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、17,260 千円と定める。 

 

 

令和７年２月 25 日提出 

 

東根市長 土 田 正 剛 
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重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 
（１）資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券の評価基準 
・満期保有目的の国債は償却原価法によっている。 

ロ たな卸資産の評価基準及び評価方法 
・量水器 先入先出法による原価法によっている。 
・その他の貯蔵品 移動平均法による原価法によっている。 

 
（２）固定資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産 
・量水器を除く資産 定額法によっている。 
・量水器 取替法によっている。 

  
（３）引当金の計上基準 

イ 賞与引当金・法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給及び手当の支給に伴い発生する法定福利

費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年

度の支給見込額のうち当事業年度の負担に属する額を計上している。 

   ロ 退職給付引当金 

     本市は、退職手当組合に加入しており、水道事業会計においても当該組合

に負担金を拠出しているが、一般会計との協定により、水道事業会計が負担

金を拠出して以降の追加的負担は、全額一般会計において措置することとな

っているため、水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時

に費用処理を行っている。 

   ハ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額

を計上している。 

  
（４）その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

イ 消費税及び地方消費税の会計処理 

・予算書は税込処理方式によっている。 

・財務諸表は税抜処理方式によっている。 
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　　（単位：千円）

予 定 額 備　　　　考

1 1,188,965

1 営 業 収 益 1,108,069

1 給 水 収 益 1,051,063

3
そ の 他
営 業 収 益

57,006

2 営 業 外 収 益 80,886

1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

2,752

3 雑 収 益 120

4 消費税還付金 10

5 他会計負担金 4,890

6
長 期 前 受 金
戻 入 益

73,114

3 特 別 利 益 10

1 固定資産売却益 5

2
過 年 度
損 益 修 正 益

5

令和７年度東根市水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収 入

款 目項

水 道 事 業 収 益
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　　（単位：千円）

予 定 額 備　　　　考

1 1,177,177

1 営 業 費 用 1,130,220

1
原 水 及 び
浄 水 費

344,114

2
配 水 及 び
給 水 費

280,096

4 業 務 総 係 費 123,965

5 減 価 償 却 費 367,975

6 資 産 減 耗 費 14,050

7
そ の 他
営 業 費 用

20

2 営 業 外 費 用 44,417

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

14,397

2 雑 支 出 20

3 消 費 税 30,000

3 特 別 損 失 440

1 固定資産売却損 10

2
過 年 度
損 益 修 正 損

430

4 予 備 費 2,100

1 予 備 費 2,100

支 出

款 項 目

水 道 事 業 費 用
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　　（単位：千円）

予 定 額 備　　　　考

1 62,770

2 加 入 金 26,796

1 加 入 金 26,796

3 工 事 負 担 金 15,000

1 工 事 負 担 金 15,000

8 負 担 金 20,974

1 負 担 金 20,974

　　（単位：千円）

予 定 額 備　　　　考

1 720,190

1 建 設 改 良 費 637,157

1 施 設 費 618,000

2 メ ー タ 設 置 費 2,357

3
固 定 資 産
購 入 費

16,800

2 企業債償還金 83,033

1 企業債償還金 83,033

支 出

款 項 目

資 本 的 支 出

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収 入

款 項 目

資 本 的 収 入
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　１　総　　　　括

※（　）は再任用短時間勤務職員及び勤務時間が常勤職員より短い会計年度任用職員の職員数

　ア　会計年度任用職員以外の職員

※（　）は再任用短時間勤務職員の職員数

区　　　　　　分
職　　　員　　　数

給　　　与　　　費　

特別職（人） 一般職（人） 報　　　酬

本 年 度

損 益 勘 定 支 弁 職 員
(3)

8
4,104

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合      計
(3)

8
4,104

前 年 度

損 益 勘 定 支 弁 職 員
(3)

9
3,687

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合      計
(3)

9
3,687

比  　較

損 益 勘 定 支 弁 職 員
(0)
△1

417

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合      計
(0)
△1

417

手　当　 の　内　訳

区    分 扶養手当 管理職手当 通勤手当 住居手当 児童手当

本 年 度 1,140 500 188 933 960 

前 年 度 978 500 251 267 480 

比  　較 162 0 △ 63 666 480 

区　　　　　　分
職　　　員　　　数

特別職（人） 一般職（人） 報　　　酬

本 年 度

損 益 勘 定 支 弁 職 員
(1)

8

合      計

資 本 勘 定 支 弁 職 員

(1)
8

前 年 度

損 益 勘 定 支 弁 職 員
(1)

9

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合      計
(1)

9

比  　較

損 益 勘 定 支 弁 職 員
(0)
△1

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合      計
(0)
△1

（単位：千円）

（単位：千円）

明 細 書

給　　　　　与　　　　　費
法定福利費 合　　　計

給     料 手     当 計

33,643 32,254 70,001 12,143 82,144

33,643 32,254 70,001 12,143 82,144

36,407 31,996 72,090 12,378 84,468

36,407 31,996 72,090 12,378 84,468

△ 2,764 258 △ 2,089 △ 235 △ 2,324

△ 2,764 258 △ 2,089 △ 235 △ 2,324

期末手当 勤勉手当
寒 冷 地
手    当

時 間 外
勤務手当

休　　日
勤務手当

退職手当
組合負担

8,173 6,883 707 6,900 150 5,720 

8,458 6,919 583 7,568 150 5,842 

△ 285 △ 36 124 △ 668 0 △ 122 

給　　　　　与　　　　　費
法定福利費 合　　　計

給     料 手     当 計

33,643 31,577 65,220 11,327 76,547

33,643 31,577 65,220 11,327 76,547

36,407 31,381 67,788 11,626 79,414

36,407 31,381 67,788 11,626 79,414

△ 2,764 196 △ 2,568 △ 299 △ 2,867

△ 2,764 196 △ 2,568 △ 299 △ 2,867
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　１　総　　　　括

※（　）は再任用短時間勤務職員及び勤務時間が常勤職員より短い会計年度任用職員の職員数

　ア　会計年度任用職員以外の職員

※（　）は再任用短時間勤務職員の職員数

区　　　　　　分
職　　　員　　　数

給　　　与　　　費　

特別職（人） 一般職（人） 報　　　酬

本 年 度

損 益 勘 定 支 弁 職 員
(3)

8
4,104

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合      計
(3)

8
4,104

前 年 度

損 益 勘 定 支 弁 職 員
(3)

9
3,687

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合      計
(3)

9
3,687

比  　較

損 益 勘 定 支 弁 職 員
(0)
△1

417

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合      計
(0)
△1

417

手　当　 の　内　訳

区    分 扶養手当 管理職手当 通勤手当 住居手当 児童手当

本 年 度 1,140 500 188 933 960 

前 年 度 978 500 251 267 480 

比  　較 162 0 △ 63 666 480 

区　　　　　　分
職　　　員　　　数

特別職（人） 一般職（人） 報　　　酬

本 年 度

損 益 勘 定 支 弁 職 員
(1)

8

合      計

資 本 勘 定 支 弁 職 員

(1)
8

前 年 度

損 益 勘 定 支 弁 職 員
(1)

9

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合      計
(1)

9

比  　較

損 益 勘 定 支 弁 職 員
(0)
△1

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合      計
(0)
△1

（単位：千円）

（単位：千円）

明 細 書

給　　　　　与　　　　　費
法定福利費 合　　　計

給     料 手     当 計

33,643 32,254 70,001 12,143 82,144

33,643 32,254 70,001 12,143 82,144

36,407 31,996 72,090 12,378 84,468

36,407 31,996 72,090 12,378 84,468

△ 2,764 258 △ 2,089 △ 235 △ 2,324

△ 2,764 258 △ 2,089 △ 235 △ 2,324

期末手当 勤勉手当
寒 冷 地
手    当

時 間 外
勤務手当

休　　日
勤務手当

退職手当
組合負担

8,173 6,883 707 6,900 150 5,720 

8,458 6,919 583 7,568 150 5,842 

△ 285 △ 36 124 △ 668 0 △ 122 

給　　　　　与　　　　　費
法定福利費 合　　　計

給     料 手     当 計

33,643 31,577 65,220 11,327 76,547

33,643 31,577 65,220 11,327 76,547

36,407 31,381 67,788 11,626 79,414

36,407 31,381 67,788 11,626 79,414

△ 2,764 196 △ 2,568 △ 299 △ 2,867

△ 2,764 196 △ 2,568 △ 299 △ 2,867
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　イ　会計年度任用職員

※（　）は勤務時間が常勤職員より短い会計年度任用職員の職員数

２　給料及び手当の増減額の明細

その他の増減分

その他の増減分 △ 4,132

手　　　当 258

制度改定に伴う増減分 439

△ 181

区　　　分 増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳

給　　　料 △ 2,764

給与改定に伴う増減分 974

394普通昇給に伴う増加分

合      計 (0) 417 

資 本 勘 定 支 弁 職 員比  　較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 (0) 417 

合      計 (2) 3,687 

資 本 勘 定 支 弁 職 員前 年 度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 (2) 3,687 

資 本 勘 定 支 弁 職 員本 年 度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 (2) 4,104 

合      計 (2) 4,104 

特別職（人） 一般職（人） 報　　　酬

△ 63 666 480 

区　　　　　　分
職　　　員　　　数

162 0 

480 前 年 度 978 500 251 267 

本 年 度 1,140 500 188 933 960 

通勤手当 住居手当 児童手当

児童手当

本 年 度

通勤手当 住居手当

比  　較

前 年 度

手　当　 の　内　訳

区    分 扶養手当 管理職手当

手　当　 の　内　訳

区    分 扶養手当 管理職手当

比  　較

（単位：千円）

（単位：千円）

備　　　　　　　　　考

平均昇給率　　1.11％　　　昇給職員数 　　8人

62 479 64 543

479 64 54362 

615 4,302 752 5,054

4,302 752 5,054

677 4,781 816 5,597

615 

5,597677 

法定福利費 合　　　計
給     料 手     当

△ 347 △ 36 

給　　　　　与　　　　　費

8,038 6,724 583 7,568 150 

6,688 707 6,900 150 5,720 

時 間 外
勤務手当

休　　日
勤務手当

退職手当
組合負担

7,691 

期末手当 勤勉手当
寒 冷 地
手    当

5,842 

計

4,781 816 

124 △ 668 0 △ 122 

62 0 

420 195 

482 195 

勤勉手当
寒 冷 地
手    当

時 間 外
勤務手当

休　　日
勤務手当

退職手当
組合負担

期末手当

説　　　　　明
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　イ　会計年度任用職員

※（　）は勤務時間が常勤職員より短い会計年度任用職員の職員数

２　給料及び手当の増減額の明細

その他の増減分

その他の増減分 △ 4,132

手　　　当 258

制度改定に伴う増減分 439

△ 181

区　　　分 増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳

給　　　料 △ 2,764

給与改定に伴う増減分 974

394普通昇給に伴う増加分

合      計 (0) 417 

資 本 勘 定 支 弁 職 員比  　較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 (0) 417 

合      計 (2) 3,687 

資 本 勘 定 支 弁 職 員前 年 度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 (2) 3,687 

資 本 勘 定 支 弁 職 員本 年 度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 (2) 4,104 

合      計 (2) 4,104 

特別職（人） 一般職（人） 報　　　酬

△ 63 666 480 

区　　　　　　分
職　　　員　　　数

162 0 

480 前 年 度 978 500 251 267 

本 年 度 1,140 500 188 933 960 

通勤手当 住居手当 児童手当

児童手当

本 年 度

通勤手当 住居手当

比  　較

前 年 度

手　当　 の　内　訳

区    分 扶養手当 管理職手当

手　当　 の　内　訳

区    分 扶養手当 管理職手当

比  　較

（単位：千円）

（単位：千円）

備　　　　　　　　　考

平均昇給率　　1.11％　　　昇給職員数 　　8人

62 479 64 543

479 64 54362 

615 4,302 752 5,054

4,302 752 5,054

677 4,781 816 5,597

615 

5,597677 

法定福利費 合　　　計
給     料 手     当

△ 347 △ 36 

給　　　　　与　　　　　費

8,038 6,724 583 7,568 150 

6,688 707 6,900 150 5,720 

時 間 外
勤務手当

休　　日
勤務手当

退職手当
組合負担

7,691 

期末手当 勤勉手当
寒 冷 地
手    当

5,842 

計

4,781 816 

124 △ 668 0 △ 122 

62 0 

420 195 

482 195 

勤勉手当
寒 冷 地
手    当

時 間 外
勤務手当

休　　日
勤務手当

退職手当
組合負担

期末手当

説　　　　　明
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３　給料及び手当の状況

（円） （円）

※（　）は再任用短時間勤務職員の職員数

技　師

２級 １級

企業職
部 長 課 長 課長補佐 主 査

係　長
副 主 任

主　事

区分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級

（１） 主　任

（級別の標準的な職務内容）

計
(1)
9

(100.0)
100.0

7

6 1 11.1

5 1 11.1

4 1 11.1

2 (1) (100.0)

令和６年
１月１日現在

1 2 22.2

3 4 44.5

計
(1)
8

(100.0)
100.0

7

6 1 12.5

5 1 12.5

4 1 12.5

(100.0)

3 3 37.5

構成比（％）

令和７年
１月１日現在

1 2 25.0

2 (1)

(3) 級 別 職 員 数

区    分
企  業  職 （１） 企　業　職　（２）

級 職員数(人) 構成比（％） 級 職員数(人)

高校卒 189,700 185,700 189,700 185,700

大学卒 222,900 222,900

区　分
企業職（１） 企業職（２） 一 般 会 計 の 制 度

行政職（円） 技能職（円）

357,202

平 均 年 齢 （歳） 40歳 7月

(2) 初 任 給

378,973

平 均 年 齢 （歳） 39歳 3月

令和６年１月１日現在

平均給料月額（円） 317,178

平均給与月額（円）

(1) 職員１人当たり給与

区　　　　　　分 企業職（１） 企業職（２）

令和７年１月１日現在

平均給料月額（円） 318,875

平均給与月額（円）
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定年退職及び早期退職に係る退職手当

昇    　給

8 8

企業職（１） 企業職（２）

8

（Ａ）（人）

　６号給（人）

職制上の段階、職
務 の 級 等 に よ る
加 算 措 置

昇 給 に 係 る 職 員 数

9

支給率計

（月分）

比 率 （Ｂ）／（Ａ）（％）

　２号給（人）

　６号給（人）

同　　　じ

者（月分）

25年勤続の

者（月分）

47.709

33.27075

35年勤続の

そ の 他 の 手 当

支 給 率 等

区　　　分 その他の加算措置等

47.709

（月分）

47.709 47.709

最 高 限 度

8

　４号給（人）

　８号給（人）

職 員 数 （Ａ）（人）

（Ｂ）（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数

9

　４号給（人）

職 員 数

号 給 数 別 内 訳

通 勤 手 当

定年前早期退職特例

措置（2%～45%加算）

定年前早期退職特例

措置（2%～45%加算）

24.586875

同　　　じ

扶 養 手 当

同　　　じ住 居 手 当

20年勤続の

（支給率等）

一般会計の制度

区　　　分

33.27075

24.586875

一般会計の制度との異同

(7)

者（月分）

(6)

有本　年　度

前　年　度

一般会計の制度

2.300

2.225

4.60

有

4.60

区　　　分
６月（月分）

2.225

2.3002.300

2.300

（Ｂ）（人）

本
　
年
　
度

　８号給（人）

有

　２号給（人）

8

9

4.45

12月（月分）

支　給　期　別　支　給　率

(4)

(5) 期末手当・勤勉手当

比 率 （Ｂ）／（Ａ）（％）

号 給 数 別 内 訳

合　　計区　　　　　　　分

前
　
年
　
度

9

100.0 100.0

8

100.0 100.0

9 9
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期　　間 金　　額

令和６年度 1,798

高岡中継ポンプ場ほか電気
計装設備更新工事

132,500

水道料金等コンビニ・スマホ等
決済収納事務委託

12,000

限　　　度　　　額 支　出　見　込　額

債務負担行為で令和８年度以降にわたるものについて

令和６年度末までの

ま た は 支 出 額 の 見 込 及 び 令 和 ７ 年 度 以 降 の

事　　　　　　　項

（単位：千円）

期　　間 金　　額

令和７年度 10,202 10,202

から

令和10年度

まで

令和７年度 132,500 132,500

から

令和８年度

まで

その他国県支出金 企業債
支　出　予　定　額

令和７年度以降の 左　　の　　財　　源　　内　　訳

損益勘定
留保資金

の 令 和 ６ 年 度 末 ま で の 支 出 額

支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書
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期　　間 金　　額

令和６年度 1,798

高岡中継ポンプ場ほか電気
計装設備更新工事

132,500

水道料金等コンビニ・スマホ等
決済収納事務委託

12,000

限　　　度　　　額 支　出　見　込　額

債務負担行為で令和８年度以降にわたるものについて

令和６年度末までの

ま た は 支 出 額 の 見 込 及 び 令 和 ７ 年 度 以 降 の

事　　　　　　　項

（単位：千円）

期　　間 金　　額

令和７年度 10,202 10,202

から

令和10年度

まで

令和７年度 132,500 132,500

から

令和８年度

まで

その他国県支出金 企業債
支　出　予　定　額

令和７年度以降の 左　　の　　財　　源　　内　　訳

損益勘定
留保資金

の 令 和 ６ 年 度 末 ま で の 支 出 額

支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書
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（（間間接接法法））

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 131,965

減価償却費 345,608

固定資産除却費 16,751

引当金の増減額（△は減少） 82

長期前受金戻入益 △72,373

受取利息および配当金 △1,807

支払利息 16,107

未収金の増減額（△は増加） 74,464

貯蔵品の増減額（△は増加） △1,683

その他流動資産の増減額（△は増加） 4,015

未払金の増減額（△は減少） 69,932

前受金の増減額（△は減少） △16

その他流動負債の増減額（△は減少） △4,015

小計 579,030

受取利息および配当金 1,807

利息の支払額 △ 16,107

業務活動によるキャッシュ・フロー 564,730

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △503,638

加入金による収入 30,555

工事負担金による収入 1,818

他会計負担金による収入 20,672

投資活動によるキャッシュ・フロー △450,593

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △86,682

財務活動によるキャッシュ・フロー △86,682

資金増加額（又は減少額） 27,455

資金期首残高 2,598,955

資金期末残高 2,626,410

令令 和和 ６６ 年年 度度 東東 根根 市市 水水 道道 事事 業業

予予 定定 キキ ャャ ッッ シシ ュュ ・・ フフ ロロ ーー 計計 算算 書書

（（令令和和６６年年４４月月１１日日かからら令令和和７７年年３３月月3311日日ままでで））
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（単位：千円）
1

（１） 955,512

（２） 42,843 998,355

2

（１） 254,666

（２） 207,950

（３） 104,612

（４） 345,608

（５） 16,751

（６） 0 929,587

68,768

3

（１） 1,807

（２） 267

（３） 5,171

（４） 72,373 79,618

4

（１） 16,107

（２） 0 16,107 63,511

132,279

5

（１） 0

（２） 71 71

6

（１） 0

（２） 385 385 △ 314

131,965

0

0

131,965

業 務 総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

その他未処分利益剰余金変動額

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 売 却 損

雑 支 出

当年度未処分利益剰余金

長 期 前 受 金 戻 入 益

支払利息及び企業債取扱諸費

過 年 度 損 益 修 正 損

経 常 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

特 別 利 益

令和６年度東根市水道事業　予定損益計算書　　
（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

過 年 度 損 益 修 正 益

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

雑 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 利 益

配 水 及 び 給 水 費
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（単位：千円）

1

（１）

イ 155,034

ロ 430,202

△ 177,874 252,328

ハ 13,694,947

△ 6,295,034 7,399,913

ニ 2,978,124

△ 1,987,511 990,613

ホ 29,843

△ 24,060 5,783

ヘ 13,735

△ 13,049 686

ト 15,110

△ 9,064 6,046

チ 119,241

8,929,644

（２）

イ 466

ロ 608 1,074

1,074

（３）

イ 99,800

99,800

9,030,518

2

（１） 2,626,410

（２） 78,668

（３） 5,715

（４） 300

（５） △ 458

2,710,635

11,741,153

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

下水道受益者負担金

投 資 有 価 証 券

投 資 合 計

令和６年度東根市水道事業　予定貸借対照表
　　　　（ 令和７年３月31日見込 ）

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

固 定 資 産

資　　　産　　　の　　　部

車 両 及 び 運 搬 具

そ の 他 流 動 資 産

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

投 資

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

貯 蔵 品

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

その他有形固定資産

減 価 償 却 累 計 額

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金
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（単位：千円）

3

（１）

イ
813,021

813,021

（２）

イ 34,154

34,154

847,175

4

（１）

イ
83,033

83,033

（２） 242,200

（３） 1

（４）

イ 4,619

ロ 883

5,502

（５） 311

331,047

5

（１） 3,554,868

△ 1,557,526 1,997,342

1,997,342

3,175,564

（単位：千円）

6

（１） 5,639,765

5,639,765

7

（１）

イ 695,487

ロ 134,524

ハ 1,963,848

ニ 131,965

2,925,824

2,925,824

8,565,589

11,741,153

負　　　債　　　の　　　部

資　　　本　　　の　　　部

企 業 債

建設改良費等の財源
に充てるための企業債

資 本 合 計

引 当 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
長期前受金収益化累計額

引 当 金

賞 与 引 当 金

建 設 改 良 積 立 金

法定福利費引当金

負 債 合 計

資 本 金

前 受 金

未 払 金

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源
に充てるための企業債

剰 余 金

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

流 動 負 債

そ の 他 流 動 負 債

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

自 己 資 本 金
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（（間間接接法法））

（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 3,543

減価償却費 367,975

固定資産除却費 14,000

引当金の増減額（△は減少） 259

長期前受金戻入益 △73,114

受取利息および配当金 △2,752

支払利息 14,397

未収金の増減額（△は増加） △1,432

貯蔵品の増減額（△は増加） △605

その他流動資産の増減額（△は増加） 0

未払金の増減額（△は減少） △28,341

前受金の増減額（△は減少） 0

その他流動負債の増減額（△は減少） 0

小計 293,930

受取利息および配当金 2,752

利息の支払額 △ 14,397

業務活動によるキャッシュ・フロー 282,285

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △644,551

加入金による収入 24,360

工事負担金による収入 13,636

他会計負担金による収入 20,974

投資活動によるキャッシュ・フロー △585,581

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △83,033

財務活動によるキャッシュ・フロー △83,033

資金増加額（又は減少額） △ 386,329

資金期首残高 2,626,410

資金期末残高 2,240,081

令令 和和 ７７ 年年 度度 東東 根根 市市 水水 道道 事事 業業

予予 定定 キキ ャャ ッッ シシ ュュ ・・ フフ ロロ ーー 計計 算算 書書

（（令令和和７７年年４４月月１１日日かからら令令和和８８年年３３月月3311日日ままでで））
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（単位：千円）
1

（１） 955,512

（２） 53,363 1,008,875

2

（１） 314,771

（２） 258,767

（３） 115,807

（４） 367,975

（５） 14,050

（６） 19 1,071,389

△ 62,514

3

（１） 2,752

（２） 118

（３） 4,890

（４） 73,114 80,874

4

（１） 14,397

（２） 19 14,416 66,458

3,944

5

（１） 5

（２） 4 9

6

（１） 10

（２） 400 410 △ 401

3,543

0

0

3,543

業 務 総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

その他未処分利益剰余金変動額

固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 売 却 損

雑 支 出

当年度未処分利益剰余金

長 期 前 受 金 戻 入 益

支払利息及び企業債取扱諸費

過 年 度 損 益 修 正 損

経 常 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

特 別 利 益

令和７年度東根市水道事業　予定損益計算書　　
（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

過 年 度 損 益 修 正 益

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

雑 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 利 益

配 水 及 び 給 水 費
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（単位：千円）

1

（１）

イ 156,034

ロ 430,202

△ 185,966 244,236

ハ 14,308,881

△ 6,560,464 7,748,417

ニ 3,115,390

△ 2,078,138 1,037,252

ホ 29,843

△ 25,297 4,546

ヘ 16,054

△ 13,049 3,005

ト 15,110

△ 11,342 3,768

チ 95,274

9,292,532

（２）

イ 453

ロ 309 762

762

（３）

イ 99,800

99,800

9,393,094

2

（１） 2,240,081

（２） 80,100

（３） 6,320

（４） 300

（５） △ 537

2,326,264

11,719,358

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

下水道受益者負担金

投 資 有 価 証 券

投 資 合 計

令和７年度東根市水道事業　予定貸借対照表
　　　　（ 令和８年３月31日見込 ）

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

固 定 資 産

資　　　産　　　の　　　部

車 両 及 び 運 搬 具

そ の 他 流 動 資 産

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

投 資

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

貯 蔵 品

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

その他有形固定資産

減 価 償 却 累 計 額

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

― 22 ―



（単位：千円）

3

（１）

イ
733,815

733,815

（２）

イ 34,154

34,154

767,969

4

（１）

イ
79,206

79,206

（２） 213,859

（３） 1

（４）

イ 4,751

ロ 931

5,682

（５） 311

299,059

5

（１） 3,713,838

△ 1,630,640 2,083,198

2,083,198

3,150,226

（単位：千円）

6

（１） 5,639,765

5,639,765

7

（１）

イ 695,487

ロ 134,524

ハ 2,095,813

ニ 3,543

2,929,367

2,929,367

8,569,132

11,719,358

負　　　債　　　の　　　部

資　　　本　　　の　　　部

企 業 債

建設改良費等の財源
に充てるための企業債

資 本 合 計

引 当 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
長期前受金収益化累計額

引 当 金

賞 与 引 当 金

建 設 改 良 積 立 金

法定福利費引当金

負 債 合 計

資 本 金

前 受 金

未 払 金

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源
に充てるための企業債

剰 余 金

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

流 動 負 債

そ の 他 流 動 負 債

企 業 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

自 己 資 本 金
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予定貸借対照表に関する注記 
  

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）

のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 329,194 千円である。 
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＜参考資料＞

　　（単位：千円）

予 定 額 金　額 備　　　　考

1 1,188,965

1 1,108,069

1 給 水 収 益 1,051,063 1 水 道 料 金 1,051,063

3
そ の 他
営 業 収 益

57,006 1 手 数 料 6,247 開・閉栓手数料ほか

2
下 水 道 業 務
受 託 収 益

36,000

3 材料売却収益 10

4 雑 収 益 10

6 他会計負担金 14,739
消火栓維持管理に伴う
負担金ほか

2 80,886

1
受 取 利 息
及 び 配 当 金

2,752 1 預 金 利 息 2,552 定期預金利息

2
有 価 証 券
受 取 利 息

200 国債受取利息

3 雑 収 益 120 1
不 用 品
売 却 収 益

10

2 その他雑収益 10

5 引 当 金 戻 入 100 貸倒引当金戻入

4 消費税還付金 10 1 消費税還付金 10

5 他会計負担金 4,890 1 他会計負担金 4,890
簡易水道統合事業一般
会計負担金（利子分）

節

令和７年度東根市水道事業会計　予算明細書

水道事業収益

営業収益

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　入

款　　・　　項

営業外収益

目
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予 定 額 金　額 備　　　　考節款　　・　　項 目

6
長 期 前 受 金
戻 入 益

73,114 1
受 贈 財 産 評 価 額
長期前受金戻入益 7,660

2
加 入 金
長期前受金戻入益 19,185

3
工 事 負 担 金
長期前受金戻入益 21,944

4
国 庫 補 助 金
長期前受金戻入益 17,251

7
他 会 計 負 担 金
長期前受金戻入益 7,074

3 10

1
固 定 資 産
売 却 益

5 1 固定資産売却益 5

2
過 年 度
損 益 修 正 益

5 1
過 年 度
損 益 修 正 益

5

特別利益
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（単位：千円）

予 定 額 金　額 備　　　考

1 1,177,177

1 1,130,220

1
原 水 及 び
浄 水 費

344,114 1 給 料 9,476 一般職員給３名分

2 手 当 7,204 期末手当ほか

5 法 定 福 利 費 3,165 共済組合負担金ほか

9 被 服 費 10

10 備 消 耗 品 費 1,048

11 燃 料 費 468

12 光 熱 水 費 84

14 通 信 運 搬 費 1,657 電話料ほか

16 委 託 料 62,000
水質検査業務委託料、
保守点検業務委託料
ほか

17 手 数 料 10

18 賃 借 料 69

19 修 繕 費 39,000 浄水場内施設修繕

21 動 力 費 64,251

22 薬 品 費 2,529

29 公 課 費 10

32 保 険 料 95

33 受 水 費 151,524 県水受水費ほか

35 雑 費 10

目

水道事業費用

支　　出

款　　・　　項

営業費用

節
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予 定 額 金　額 備　　　考目款　　・　　項 節

100 賞与引当金繰入額 1,260 Ｒ３.６手当のため

110
法 定 福 利 費
引当金繰入額

244 Ｒ３.６手当のため

2
配 水 及 び
給 水 費

280,096 1 給 料 11,629 一般職員給３名分

2 手 当 10,337 期末手当ほか

5 法 定 福 利 費 3,444 共済組合負担金ほか

9 被 服 費 10

10 備 消 耗 品 費 476

11 燃 料 費 378

12 光 熱 水 費 357

14 通 信 運 搬 費 7,168 電話料ほか

16 委 託 料 70,423
メーター取替業務委託料
ほか

17 手 数 料 300

18 賃 借 料 1,732

19 修 繕 費 52,669 配水管修繕ほか

20 路 面 復 旧 費 85,000

21 動 力 費 28,407

23 材 料 費 2,000

29 公 課 費 210

30 負 担 金 2,000

32 保 険 料 558

35 雑 費 10

83 補 償 金 1,000

100 賞与引当金繰入額 1,661 Ｒ３.６手当のため
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予 定 額 金　額 備　　　考目款　　・　　項 節

110
法 定 福 利 費
引当金繰入額

327 Ｒ３.６手当のため

4 業 務 総 係 費 123,965 1 給 料 12,538 一般職員給３名分

2 手 当 9,962 期末手当ほか

4 報 酬 4,104

5 法 定 福 利 費 4,603
共済組合負担金
社会保険料ほか

6 旅 費 2,102 普通旅費

8 報 償 費 100

9 被 服 費 10

10 備 消 耗 品 費 2,935

11 燃 料 費 294

13 印 刷 製 本 費 2,404 納付書印刷代ほか

14 通 信 運 搬 費 4,911 郵券代ほか

16 委 託 料 62,885
水道事業窓口受付ほか
業務委託料ほか

17 手 数 料 2,946 口座振替手数料ほか

18 賃 借 料 9,542
料金・会計ｼｽﾃﾑ賃借料
ほか

19 修 繕 費 550

26 食 糧 費 50

28 交 際 費 10

29 公 課 費 10

30 負 担 金 1,168
日本水道協会
負担金ほか

32 保 険 料 94

35 雑 費 10

41 災 害 補 償 費 10
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予 定 額 金　額 備　　　考目款　　・　　項 節

100 賞与引当金繰入額 1,830 Ｒ３.６手当のため

110
法 定 福 利 費
引当金繰入額

360 Ｒ３.６手当のため

120 貸倒引当金繰入額 537

5 減 価 償 却 費 367,975 36 建 物 8,092

37 構 築 物 265,430

38 機械及び装置 90,627

39 車 両 運 搬 具 1,237

42 無形固定資産 311

50
そ の 他
有形固定資産

2,278

6 資 産 減 耗 費 14,050 43 固定資産除却費 14,000

44
た な 卸 資 産
減 耗 費

50

7
そ の 他
営 業 費 用

20 45 材料売却原価 10

46 雑 支 出 10

2 44,417

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 14,397 51 企 業 債 利 息 14,387

52 一時借入金利息 10

2 雑 支 出 20 60 不用品売却原価 10

61 その他雑支出 10

3 消 費 税 30,000 62 消 費 税 30,000

営業外費用
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予 定 額 金　額 備　　　考目款　　・　　項 節

3 440

1
固 定 資 産
売 却 損

10 63 固定資産売却損 10

2
過 年 度
損 益 修 正 損

430 65
過 年 度
損 益 修 正 損

330

66
貸 倒 に 係 る
消 費 税

100

4 2,100

1 予 備 費 2,100 91 予 備 費 2,100

特別損失

予 備 費
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　　（単位：千円）

予 定 額 金　額 備　　　　考

1 62,770

2 26,796

1 加 入 金 26,796 1 加 入 金 26,796

3 15,000

1 工 事 負 担 金 15,000 1 工 事 負 担 金 15,000
公共下水道関連工事
負担金ほか

8 20,974

1 負 担 金 20,974 1 他会計負担金 20,974
簡易水道統合事業一般
会計負担金（元金分）、
消火栓設置に伴う負担金

（単位：千円）

予 定 額 金　額 備　　　考

1 720,190

1 637,157

1 施 設 費 618,000 74 施 設 改 良 費 598,000 老朽管更新工事ほか

75 配水管布設費 20,000

2 ﾒｰﾀｰ設置費 2,357 78 メーター設置費 2,357

3 固定資産購入費 16,800 80
工具・器具及び
備 品 購 入 費

2,550

82 土 地 購 入 費 1,000

85 ソフトウェア購入費 13,250

2 83,033

1 企業債償還金 83,033 73 企業債償還金 83,033

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　入

款　　・　　項 目 節

目

工事負担金

建設改良費

企 業 債
償 還 金

支　　出

節

資 本 的 支 出

款　　・　　項

負 担 金

資 本 的 収 入

加 入 金
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